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「金融庁所管事業分野における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応指針」の

改正について（情報提供） 
 
 
障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の一部を改正する法律（令和３年法律

第 56号。令和３年６月４日公布。以下「改正法」という。）において、障害を理由とする差

別の解消の推進に関する法律（平成 25 年法律第 65 号。以下「法」という。）が改正され、

事業者による社会的障壁の除去の実施に係る必要かつ合理的な配慮の提供の義務化等の措

置が講じられ、令和６年４月１日から施行されることとなっております。 

また、法第 11条の規定に基づき、金融庁において定められている「金融庁所管事業分野

における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応指針」が、令和５年 12 月 22 日

付けで、一部改正され、令和６年４月１日から施行されることとなっております。 

このことに関し、各組合において、改正法の内容を踏まえた環境の整備に努めていただき

つつ、障害を理由とする差別を解消するための取組を引き続き実施する上で参考としてい

ただけるよう、改正後の当該対応指針を送付いたします。 
  

 
＜別添資料＞ 
１．金融庁所管事業分野における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応指針 

（令和５年 12月 22 日） 
 
２．〔別紙〕障害を理由とする不当な差別的取扱い及び合理的配慮の例 
 
３．【新旧対照表】金融庁所管事業分野における障害を理由とする差別の解消の推進に関す

る対応指針 


